
様式1

政策ごとの決算との対応について（総括表）　

(所管）内閣府　　（組織）公正取引委員会 （単位：千円）

備考

公正かつ自由な競争の促進 1,568,928 146,344 0 0 0 1,715,272 1,118,695 296,391 300,186 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(1) 独占禁止法違反行為に
対する措置等

704,975 0 0 0 0 704,975 399,970 257,829 47,176 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2)　公正な取引慣行の推進 319,318 146,344 0 0 0 465,662 285,861 38,562 141,239 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3)　競争政策の普及啓発等 235,871 0 0 0 0 235,871 178,227 0 57,644 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(4) 消費税の円滑かつ適正
な転嫁の確保

308,764 0 0 0 0 308,764 254,638 0 54,126 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,568,928 146,344 0 0 0 1,715,272 1,118,695 296,391 300,186 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。

翌年度繰越額歳出予算現額予算総則の規定による経費増額翌年度繰越額 予算決定後移替増△減額 支出済歳出額差引額予備費使用額 流用等増△減額 歳出予算現額 流用等増△減額前年度繰越額歳出予算額

特別会計

合　　　　　　　計

政策評価体系
一般会計

差引額予備費使用額予算決定後移替増△減額前年度繰越額歳出予算額 支出済歳出額



様式2

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）内閣府　　（組織）公正取引委員会 （単位：千円）

公正かつ自由な競争の促進 1,568,928 146,344 0 0 0 1,715,272 1,118,695 296,391 300,186

(1)　独占禁止法違反行為に
対する措置等

公正取引委員会 公正取引委員会
独占禁止法違反行為に対す
る措置等に必要な経費

260,170 0 0 0 0 260,170 212,995 0 47,175

公正取引委員会
情報通信技術調達等適正・
効率化推進費

情報通信技術調達等適正・
効率化の推進に必要な経費

444,805 0 0 0 0 444,805 186,976 257,829 1

(2)　公正な取引慣行の推進 公正取引委員会 公正取引委員会
下請法違反行為に対する措
置等に必要な経費

317,668 146,344 0 0 0 464,012 284,211 38,562 141,239

公正取引委員会
情報通信技術調達等適正・
効率化推進費

情報通信技術調達等適正・
効率化の推進に必要な経費

1,650 0 0 0 0 1,650 1,650 0 0

(3)　競争政策の普及啓発等 公正取引委員会 公正取引委員会
競争政策の普及啓発等に必
要な経費

235,871 0 0 0 0 235,871 178,227 0 57,644

(4)　消費税の円滑かつ適正
な転嫁の確保

公正取引委員会 公正取引委員会
消費税の円滑かつ適正な転
嫁の確保に必要な経費

308,500 0 0 0 0 308,500 254,374 0 54,126

公正取引委員会
情報通信技術調達等適正・
効率化推進費

情報通信技術調達等適正・
効率化の推進に必要な経費

264 0 0 0 0 264 264 0 0

1,568,928 146,344 0 0 0 1,715,272 1,118,695 296,391 300,186

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。

合　　　　　　　計

備考政策評価体系 組織 項 事項 翌年度繰越額支出済歳出額歳出予算額 差引額流用等増△減額予備費使用額前年度繰越額 歳出予算現額予算決定後移替増△減額


